
令和８年 1月 22日 部長会議資料 

令和７年度 重点支援地方交付金（物価高騰対策）について 

 

Ⅰ．推奨事業メニュー分  交付限度額：656,225千円 

【基本的な考え方】 

・物価高騰の影響を受けている市民を中心に広く支援する 

 

  充当候補事業 事業費 充当予定額 備考 

Ｒ
７
事
業
（
繰
越
） 

1 
物価高騰生活応援事業 

（1万円/人） 
600,000 600,000 総務課 

2 
非課税世帯エアコン設置

促進事業 
13,022 6,518 

福祉課 

県補助6,504千円 

3 
ひとり親世帯給付金事業 

（1万円/対象児童） 
5,560 5,560 こども未来課 

小計 （Ａ） 618,582 612,078 【R7年度 6号補正】 

Ｒ
８
予
定
事
業 

４ 
小学校給食費 

（無償化補助金の充当残分） 
45,442 4,803 第 1学校給食センター 

５ 
中学校給食費 

 
18,509 18,509 第 1学校給食センター 

６ 
保育所副食費 

 
20,835 20,835 保育課 

小計 （Ｂ） 84,786 44,147 【R8当初予算】 

合計 （Ｃ）＝（Ａ）+（Ｂ） 703,368 656,225  

（注）事業費および充当額は今後変更になり得る。 

 


